
土地基本方針（令和６年６月11日閣議決定）の概要

現状・ 課題

（ １ ） 人口減少・ 少子高齢化、 世帯数の減少
（ ２ ） 東京圏等への集中・ 偏在、 アフターコロナ時代の多様

な生活様式への転換、 DX、 GX等の進行
（ ３ ） 気候変動の影響等による災害の激甚化・ 頻発化

取組の方向性・ 目標
基本的な考え方

○宅地化を前提とし た土地政策から軸足を移し 、 広域的・ ⻑ 期的な視点をもっ
て、 限られた国土の土地利用転換やその適正管理等を進める“「 サステナブル
な土地の利用・ 管理」 の実現”を目標に施策を総合的に推進

○地域の実情に応じ た土地の適正な利用転換や的確な利用・ 管理、 円滑な流
通・ 取引等を確保するため、 既存施策の拡充や新たな施策の導入

土地に関する施策（ 主な新規・ 拡充事項等）

第１ 章 土地の利用及び管理に関する計画の策定等並びに適正な土地
の利用及び管理の確保を図るための措置に関する基本的事項

第２ 章 土地の取引に関する措置に関する基本的事項

第３ 章 土地に関する調査、 情報提供等に関する基本的事項

第４ 章 土地に関する施策の総合的な推進を図るために必要な事項

１ ． 低未利用土地、 所有者不明土地等への対応に関する措置

➢ 非宅地化を含む土地の有効利用への円滑な転換、 継続的な管理を確保する

ための新たな枠組の構築

➢ 改正空家法による総合的な取組、 空き地対策との一体的推進

➢ 所有者不明土地法に基づく 制度の活用推進

２ ． 土地の状況に応じた土地の有効利用及び適正管理に関する措置

➢ 災害発生に備えた事前復興まちづく り 計画の策定促進

➢ グリ ーンインフラ等の総合的・ 体系的な推進

➢ 不適切な土地利用等を防ぎ生活環境保全、 災害防止等を図る方策の検討

➢ 工場跡地、 廃墟等の有効利用や管理不全の防止を図るための対応の検討

➢ 重要土地等調査法に基づく 土地等利用状況調査等の着実な実施

３ ． 地域の特性に応じた適正な土地の利用及び管理に関する措置

➢ 「 まちづく り GX」 の推進 ➢ 区分所有法制の見直し

➢ 土壌汚染の適切なリ スク管理対策の推進

➢ 国・ 都道府県で確保すべき農用地の面積の目標の達成に向けた措置の強化

➢ 土地利用転換や関連都市インフラの整備による産業立地の促進

１ ． 不動産市場の環境整備による活性化・ 流動性の確保

➢ 空き家・ 空き地バンクの活用等による需給マッ チングの推進

２ ． 国土利用計画法に基づく 土地取引規制制度の適切な運用

１ ． 多様な主体間の連携協力（ 国・ 地方公共団体、 専門家等）

➢ 流域関係者の協働による「 流域治水」 の取組の推進

２ ． 多様な活動を支える人材・ 担い手の育成・ 確保、 必要な資金の確保

➢ 不動産鑑定士の担い手確保、 産官学における土地・ 不動産のプロフェ ッ ショ ナ

ル人材の確保・ 育成

３ ． 土地に関する基本理念の普及等

４ ． PDCAサイクルによる適時の見直し

１ ． 土地に関する調査の実施と不動産登記情報の最新化

➢ 地籍調査の現地調査手続の円滑化、 調査困難な都市部・ 山村部での調査推進

➢ 都市部の地図混乱地域における法務局地図作成事業の計画的な実施

２ ． 不動産市場情報の整備の推進

➢ 地価や不動産取引価格情報など、 市場動向を的確に把握する情報の整備と 提供

３ ． 土地に関する多様な情報の提供

➢ 不動産に関する多様なオープンデータ を同じ 地図に表示できる不動産情報ライ

ブラリの活用

４ ． DXの推進による土地政策の基盤強化

➢ 地理空間情報を活用した「 建築・ 都市のDX」 の推進

➢ 不動産登記データベースの関係機関への提供
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